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[第１章] 行政改革大綱の趣旨 

本町の行政改革は、昭和６２年２月に策定した第１次行政改革大綱をスタートとして、簡素で効

率的な行政運営と行政サービスの向上を目指し、これまで第７次にわたり行政改革大綱を策定し、

積極的に行財政改革に取り組んできました。 

このような中、地域課題解決に向けた取組を進めてきましたが、地域社会経済情勢や人口の将来

予測から「待ったなし」の状況であり、地方創生を積極的に取り組むとともに、取り組むための体

制づくりが急務な状況です。 

「第８次行政改革大綱」は、時の社会情勢や地域ニーズに迅速かつ適切に対応することができる

行財政の形づくり（組織・人づくり・政策と財政の両立）に主眼を置き、持続可能な地域社会を目

指し取り組みを進めます。 

 

[第２章] これまでの行政改革の取り組み 

これまで策定した行政改革に伴う主な計画は次のとおりです。 

 

【【下下川川町町行行政政改改革革大大綱綱】】  

 計画的な行政改革を推進するため、これまで７次にわたる大綱を策定しました。 

（第１次）昭和６１年度～昭和６３年度 （第２次）平成元年度～平成３年度   

（第３次）平成４年度～平成６年度   （第４次）平成８年度～平成１２年度  

（第５次）平成１４年度～平成１８年度 （第６次）平成１９年度～平成２２年度 

  （第７次）平成２３年度～平成２６年度 

 

【【地地域域自自律律ププラランン】】  

 市町村合併問題において、当分の間、単独の町政運営を選択したことに伴い、今後のまちづくり 

のあるべき姿を明確にし、町民の皆様に安心と納得いただくため、その指針として「地域自律プラ

ン」を策定しました。 

期間：平成１６年度～平成３２年度 

    平成１６年度～平成２２年度 実施計画 

    平成２３年度～平成３２年度 展望計画 

 

【【下下川川町町集集中中改改革革ププラランン】】  

 「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針（平成１７年３月２９日付け総務事 

務次官通知）」に基づき、国が示す項目について、取り組み計画を策定しました。 

期間：平成１７年度～平成２１年度 
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[第３章] 第８次行政改革大綱の位置付け 

本大綱は、下川町が将来に向けて持続可能な地域社会の実現のために、町の最上位の計画であ

る下川町総合計画を下支えする役割をもつものと位置付け、各種個別計画とも整合性を保ちなが

ら時代の変化に柔軟に対応し、行財政の健全化とさらなる行政改革の具体的な取組を示したもの

です。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 [第４章] 行政改革大綱の推進 

第第１１節節  実実施施期期間間  

 平成２９年度から令和４年度（６年） 

 

第第２２節節  計計画画のの構構成成  

 大綱は、行政改革の取り組みの基本的な方針を示すものであり、大綱に基づく具体的な取組みに 

ついては、実行計画を策定し計画的に推進します。 

 実行計画は、社会情勢等に迅速に対応するため、毎年、進捗状況等を評価し見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

第第３３節節  推推進進体体制制  

 行政改革大綱を効果的かつ実効性のあるものにするため、次の組織を中心として、取り組みを推進 

します。 
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第第４４節節  取取りり組組みみ状状況況のの公公表表  

町の説明責任を果たす観点から、行政改革大綱に基づく取り組みについては、広報、ホームペー

ジなどを通じて広く町民に公表するものとします。 

 

第第５５節節  体体系系  

第８次行政改革大綱では、次の３点の重点項目にそれぞれ推進項目を設定し、基本的な方針を定

めます。 

  

[第５章] 行政改革大綱の内容 

    

  （１）組織改革と職員能力の向上 
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推推進進項項目目    

①①総総合合的的なな政政策策推推進進体体制制

づづくくりり  

（柔軟で機動的な組織・執行体制の整備） 

・柔軟で機動的な体制を整備するため、グループ制の理解を深め、

グループ制の機能を高めます。 

 

（総合的なまちづくり推進体制の整備） 

・各階層や課間での情報共有や議論、合意形成、総合的・横断的な

政策推進の体制の強化を図ります。 

 

（業務効率化の推進） 

・政策課題への対応力や住民サービスを高めるため、業務の効率化・

スリム化を図ります。 

 

②②職職員員のの人人材材育育成成  （長期的視野に立った人材育成の強化） 

・多様化・高度化する行政需要への対応や住民サービスの向上を図るた

め、長期的な視点に立ち人材育成を強化します。 

・職場内の労働環境の充実を図るため、職員間のコミュニケーション力

を高めます。 

 

③③適適正正なな定定員員設設定定  （適正な定員設定） 

・現状の定員内での行政運営を基本としながら、長期的な視野（年

齢構成是正・人材育成）に立ち、今後職員採用・適正配置を行い

ます。 

 

（適正な職員給与） 

・人事院勧告を基本としながら、総人件費の抑制（非拡大）に努め、適

正な職員給与の設定に努めます。 

 

  

  

  

  

  
  
推推進進項項目目  

（２）持続可能な行財政の運営 
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①①歳歳出出構構造造のの見見直直しし  

  

（事務事業の見直し） 

・効果的な施策・事業展開を行うため、事務事業の成果・効果を検

証し、統廃合も含めた事業の抜本的な見直しを進めます。 

 

（事務改善の実施） 

・全庁的に事務効率化・経費削減を主眼とした「事務改善」を実施

します。 

②②公公共共施施設設のの管管理理運運営営  

  

（公共施設運営管理への民間活力の活用） 

・民間のノウハウを活かしサービス向上を図ります。 

 

（公共施設維持管理経費の縮減と最適化） 

・公共施設の維持管理経費の縮減に努めるとともに、人口規模など

に合わせ最適化します。 

 

（福祉・医療施設の収支改善） 

・福祉・医療施設は、直営堅持を前提とした収支改善に努めます。 

③③歳歳入入のの安安定定的的確確保保とと  

適適正正化化  
（財源の確保） 

・ふるさと納税など財源確保について研究・検討します。 

 

（受益者負担の適正化） 

・消費税導入等に合わせて使用料・負担金等見直しを検討します。 

  

  

  

  

推推進進項項目目    

①①町町民民参参加加のの推推進進  

  

（自治基本条例に基づく手続きの徹底） 

・町民参加を推進するため、自治基本条例に基づき、行政情報の発

信・公開を積極的に推進するとともに、広く町民の声を聴く機会

の充実を図り、町民が主体的にまちづくりに参加できる環境整備

を進めます。 

 

（３）町民参加の推進 


